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概 要 
日本の IR（Integrated Resorts，以下 IR）は、「カジノ施設および会議場施設、レクリエ
ーション施設、展示施設、宿泊施設その他の観光の振興に寄与すると認められる施設が一
体となっている施設であって、民間事業者が設置および運営をするもの」と特定複合観光
施設区域の整備の推進に関する法律で定義されている。2016 年 12 月、国会で IR 推進法が
可決され、日本版 IR は一気に注目されるようになった。現在、日本政府は、IR の具体的
内容を法整備するために、IR 実施法案を検討している。海外では既に IR 産業が浸透して
おり、大きな経済効果をあげている。とくに、シンガポールでは 2005 年の法改正を経て、
2010 年に 2 つの IR 施設を開業して世界の関心を集めている。しかし、IR は近年生まれた
概念で、その経済効果や社会的影響などの研究は進んでいない。 
そこで本稿は、日本版 IR がどのように正当性を獲得して社会に広く認知されるかについ
て、先行する海外 IR と日本の公営競技を手掛かりに考察をする。本稿は 6 章から構成され




社会に認知されたのかを考察し、その促進要因と阻害要因を抽出した。第 5 章は、海外 IR
と日本の公営競技の事例を比較検証して抽出された促進要因と阻害要因を手掛かりに、日
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年以来、7 年連続で年約 4％の増加を続け、2016 年には約 12 億 3,500 万人に達し、2020 年
には約 13.6 億人、2030 年には約 18.1 億人まで増加すると予測している（UNWTO,2016)。
同数値を裏付けるように、訪日外国人旅行者数も 2003 年に政府がビジット・ジャパン・キ
ャンペーンの取組みを開始して以来、2016 年には 2,404 万人になり、2006 年の 733 万人と













本稿の目的は、海外 IR と日本の公営競技の考察を手掛かりに、日本版 IR の正当性獲得
の社会的認知プロセスにおいて、どのような促進要因と阻害要因があるのかを明らかにす
ることである。さらに、それを基に日本版 IR の成功要因を提言することである。 






















































また、Humphreys(2010)は、正当性の獲得プロセスには 4 つのステージがあり、3 つの
正当性認知の戦略をステージに応じて実践することが大切だと説明している。 
 


























































海外 IR を検討する方法論としては、まずカジノを含む観光施設群を IR とする本稿の定
義に従い、地域の選定から始めた。結論として 4 つの地区を選定した。IR の概念を初めて
明示したシンガポール、米国で最も IR の歴史が古く市場規模が大きいラスベガス、アジア
で最も市場規模が大きいマカオ、近年、市場が急拡大しているフィリピン・エンターテイ
メント地区の 4 つである。この 4 つを選んだ理由は、他地域は IR と呼ぶには複合観光施設
群の規模や内容が乏しく、条件が整っていなかったからである。また、４地域の IR のうち、
本章ではとくにシンガポールの分析を中心に行った。なぜなら、地理的に日本に近いアジ
ア圏かつ IR の開業が 2010 年で近年であることに加え、IR の開業は 2 施設に限定され、世
界で最も厳しい管理・規制で運営されている点が、特定複合観光施設区域整備推進会議が
提案する日本版 IR 案に近いからである。分析は、研究対象の国や地域の政府発行物、公表
データおよび対象地域の IR 事業者の発行物および公表データを中心に行った。 
 
第二節 海外 IRの概要 
IR という言葉は 2004 年にシンガポールで初めて使用された新しい言葉で、産業として
認知されてきたのは近年である。日本で IR という言葉が認知され始めたのは、2010 年に










や複合観光施設群を IR と呼称するなど、広く知られる名称となった。 
 
第三節 海外 IRにおける正当性獲得の促進要因 
本節では、海外 IR が正当性を獲得してきた促進要因を地域別に探求する。各要因は、対
象地域ごとに以下の各資料から抽出した。まず、シンガポールについては、Singapore 
Casino Regulatory Authority(2017)、Singapore Ministry of Trade and Industry(2005)を中
心に複数の資料を参照した。ラスベガスに関しては、Nevada Gaming Control Board(2017)、
有限責任監査法人トーマツ（2015）、谷岡(2002)、Statista(2017)他を分析した。マカオは、
東京都港湾局(2016)、博彩監察協調局(2017)、Galaxy Entertainment Group Limited(2016)
などを中心に分析した。フィリピンは、PAGCOR(2016)、Philippnes Department of 
Tourism(2015)などを分析した。これらに加えて、全体的な参考資料として、特定複合観光
施設区域整備推進会議（2017）を促進要因抽出の判断材料に加えた。 
分析の結果、促進要因は大きく 3 つ抽出された（図表 3-1）。１つ目は「透明性と公正
性の確保」である。IR は複合観光施設群で事業規模が大きいため巨額の現金や資金が動く。
特定の権力者が利権を握らないように、開業・運営プロセスを透明化する必要がある。海







                                                   






図表 3-1：海外 IR の正当性獲得における促進要因とその取り組み状況 
分 類 記号 正当性獲得の促進要因 シンガポール ラスベガス マカオ フィリピン 
  
A-1 違法性の阻却 〇 〇 〇 〇 
透 
 
A-2 事業の明確な目的 〇 〇 〇 〇 
明 公 A-3 事業の明確な定義 〇 × × × 
性 正 A-4 事業の明確な制度設計 〇 × × 〇 
 
性 A-5 法整備と管理・規制 〇 〇 〇 〇 
  
A-6 運営主体の廉潔性 〇 〇 〇 〇 
経 
 
B-1 国家財政への貢献 〇 〇 〇 〇 
済 効 B-2 国際観光産業振興 〇 〇 〇 〇 
 
果 B-3 雇用の創出 〇 〇 〇 〇 
公 
 
C-1 違法賭博の排除 〇 〇 〇 〇 
益 公 C-2 新市場の創造 〇 〇 〇 〇 
性 共 C-3 公益事業への貢献 〇 〇 〇 〇 
 
性 C-4 大衆娯楽の提供 〇 〇 〇 〇 
注）〇：実行中、×：実行していない、△：検討中。 
出所：Singapore Casino Regulatory Authority(2017)、Singapore Ministry of Trade and Industry(2005)、一般財
団法人自治体国際化協会シンガポール事務所(2015)、Singapore Casino Regulatory Authority(2017)、The 
Singapore Department of Statistics(2016)、Singapore Tourism Board(2015)、Singapore Ministry of 
Manpower(2015)、MGM Resorts International Web Site、Wynn Resorts,Limited(2016)、Marina Bay 
Sands(2016)、Las Vegas Sands Corp,（2016）、Nevada Gaming Control Board(2017)、State of Nevada 
Departmen(2015)、Las Vegas Convention and Visitors Authority(2016)、有限責任監査法人トーマツ（2015）、
谷岡(2002)、中條（2007）、一般財団法人笹川経済支援機構(2017)、Statista(2016)、東京都港湾局(2016)、Casino 
IR Japan(2016)、博彩監察協調局(2017)、Galaxy Entertainment Group Limited(2016)、Government of Macao 
Special Administrative Region(2017)、IFT Tourism Research Center(2014)、マカオ統計局(2017)、





カジノを含む IR は、賭博に関する違法性の阻却は免れない。シンガポールは 2006 年、ラ
スベガスは 1931 年、マカオは 1847 年、フィリピンは 1977 年にカジノ・IR を合法化した。 
 
２．A-2：IR の明確な目的 
図表 3-2 は、主な海外 IR やカジノ施設の導入目的をまとめたものである。IR はカジ
ノを含む複合観光施設群であるため、カジノと深く関係する。そこで IR の考察をより深め
                                                   






図表 3-2：海外における IR・カジノ施設の導入目的 
国・地域別 観光 財政 雇用 自国財の 人口 違法賭博 先住民族 伝統的社交場
カジノ合法化の目的 振興 貢献 創出 流出防止 流出防止 の排除 の自活 の保護
ネバダ州（米） 〇 〇 〇 〇
ニュージャージー州（米） 〇 〇 〇
コネチカット州（米） 〇 〇 〇 〇
カナダ 〇 〇 〇 〇
イギリス 〇 〇 〇 〇
ドイツ 〇 〇 〇 〇
フランス・モナコ 〇 〇 〇
オランダ 〇 〇 〇 〇
オーストリア 〇 〇 〇
オーストラリア 〇 〇 〇
フィリピン 〇 〇 〇 〇
マカオ 〇 〇 〇 〇
シンガポール 〇 〇 〇
韓国 〇 〇 〇
南アフリカ 〇 〇 〇  
出所：谷岡（1999）、谷岡（2002）、小林（1995）、中條（2007）、(一財)自治体国際化協会シンガポール事務所
(2015)、(一社)笹川経済支援機構(2017)、一般財団法人社会安全研究財団（2004）、New Jersey Casino Control 
Commission(2015)、National Indian Gaming Commission(2017)、The Gambling Commission of Great Britain
（2015）、南ドイツ案内観光サイト(2017)、European Casino Association(2016)、Casinos Barrière Web 
Site(2017)、Inter Game(2017)、Casinos Austria Web Site(2017)、PAGCOR(2017)、Singapore Ministry of Trade 
and Industry(2005)、Genting Malaysia Berhad(2016)、日本共産党横浜市会議員団(2015)、The Casino 













た。来訪者数は 1996 年の 729 万人から 1998 年には 624 万人に減少し、観光収入も 1996
















る⁽8⁾。米国 MGM 社の定義では、IR は「複数の使用目的のもとに開発され、生活や仕事、
レジャー体験など多数の用途が統合されていることと、立地環境との結びつきを重視し、
地域と一体となって開発されていること」の 2 つの要素で説明されている⁽9⁾。また、米国
Wynn Resorts Limited は、「自社のひとつのリゾートだけで街の魅力を向上させるのでは
なく、街全体、地域全体の魅力を底上げするための核となるようなリゾート」を Integrated 
City Resort と呼んでいる⁽10⁾。 
一方、明確な定義を行っていない国もある。たとえばマカオには IR の明確な定義ない。 
 
 
                                                   
⁽6⁾ Singapore Ministry of Trade and Industry(2005)、(一財)自治体国際化協会シンガポール事務所(2015)。 
⁽7⁾ Singapore Ministry of Trade and Industry(2005)． 
⁽8⁾ Singapore Ministry of Trade and Industry(2005)、Singapore Casino Regulatory Authority(2017)． 
⁽9⁾ MGM Resorts International Web Site,http://www.mgmresorts.co.jp/why-mgm/around-the-globe.aspx.参照。 












また、IR のモデル地区として 6,000～7,000 の部屋数を有するホテル計画地区に指定してい
る。一方、米国、マカオなどでは IR の明確な制度設計はとくに提示していない。 
 
５．A-5：IR の法整備と管理・規制 
図表 3-3 は、海外 IR の主な法体系・規制をまとめたものである。この表に示した各地域






図表 3-3：各地域の IR およびカジノの規制当局と法規制 
 
シンガポール ネバダ州 マカオ フィリピン 
規制当局 カジノ規制機構 
ゲーミング委員会・ 
博彩監察協調局 PAGCOR ゲーミング 
コントロール ボード 
法規制 




出所：Singapore Casino Regulatory Authority(2017)、(一財)自治体国際化協会シンガポール事務所(2015)、 
責任監査法人トーマツ（2015）、Nevada Gaming Control Board(2016)、State Gaming Control Board(2016)、
東京都港湾局(2014)、博彩監察協調局(2017)、PAGCOR(2017)、Bloomberry Resorts and Hotels,Inc.(2017)、
を基に筆者作成。 
 
                                                   
⁽11⁾ (一財)自治体国際化協会シンガポール事務所(2015)。 















第 3 に税制⁽14⁾であるが、シンガポールではカジノに係る税金は 2 種類ある。1 つはカジ
ノ税で、売上から物品サービス税（現行７%）を控除した総粗収益に課税され、カジノ事
業者が政府に毎月納める。カジノ税は客層により異なり、VIP⁽15⁾が収益の 5％、マス顧客は
収益の 15％である。なお、カジノの開発開始から 15 年間はこの税率改定はされない。も
う１つは法人税で、国際的に見ても低水準の 17%である。地方税はない⁽16⁾。 
第 4 にライセンス料⁽17⁾であるが、カジノ運営事業者の保有する施設数で金額が異なる。1
施設のライセンス料は 2,280 万 SGD、2 施設運営の場合は 1 施設あたり 1,900 万 SGD であ
る。IR の新規申請料は 1,100SGD で、3 年毎の更新料は 850SGD である。2013 年のカジノ
規制機構の報告書によると、ライセンス料はカジノ規制機構に属し、人件費・福利厚生費・
土地賃貸料などに支出されている。 
第 5 に IR の管理・規制に関わる組織であるが、カジノ規制機構がある。同機構は内務省
の法定機関で、カジノの健全かつ安全な施行を確保し、社会や人々をカジノ犯罪やカジノ
に起因する有害な影響から守ることを目的に掲げている（図表 3-4）。また、カジノ管理法
                                                   
⁽13⁾ (一財)自治体国際化協会シンガポール事務所(2015)、Singapore Casino Regulatory Authority(2017)． 
⁽14⁾ Singapore Casino Regulatory Authority(2017)． 
⁽15⁾ VIP とは、カジノ内口座に 10 万シンガポール･ドル以上の預金を持つ客のこと。 
⁽16⁾ラスベガスでは、ネバダ州税は収益の最大 6.75％、群・市税は収益の最大 1％、連邦税 15-35％、その他に設
置ゲーム数対応ライセンス料がある。マカオのカジノ税は、収益の 35％、特別目的税として収益の最大 5％、
その他に設置ゲーム数対応ライセンス料がある。フィリピンのカジノ税は、VIP が収益の 5-7％、マス顧客が
収益の 15-17％、フランチャイズ税が収益の 5％、特区法人所得税 5％となっている。 





ーで構成されている（2014 年 5 月時点）。他の関連組織として、シンガポール警察の犯罪
調査庁特別犯罪部の中に設置され、カジノ運営に関わる全ての犯罪の調査・違法摘発を行
う「カジノ調査室」や社会開発省および社会家族開発省の法定機関として設置され、医師・




図表 3-4：シンガポールのカジノ規制機構組織図（CRA: Casino Regulatory Authority） 
ゲーミング 査察 調査 ライセンス 法務 経営企画 人事 情報通信 政策












はライセンスを取り消される。IR の運営主体は、主に 3 つに分類されて管理されている。 
第 1 は IR 事業者で、ライセンスが下りた者のみに認められる。ライセンスの申請を行う
事業者は、カジノ規制庁により評判・信頼性・財政力・経営など様々な観点から審査され、
ライセンスは 3 年ごとに更新される。ライセンスは、2007 年 3 月 1 日より 10 年間は２事
業者だけに認められる。 
                                                   






















他地域の事例を考察する。最後にそれぞれの国や地域の代表的な IR 施設を比較する。 
 
（１）シンガポールの国家財政貢献と国際観光産業および雇用の状況 
図表 3-5 は、シンガポールの来訪者数と観光収入の推移を表したものである。2010 年の
IR 開業以来、どちらも順調に伸びている。インドネシア、中国、マレーシアなど近隣アジ
アから多くの観光客が訪れ、2016 年には 2009 年比約 1.7 倍に成長している。観光収入も、
2016 年には 2009 年比で約 2 倍に成長している。2015 年の IR 観光収入は 51 億 SGD で、
ピークの 2013 年 55 億 SGD よりは減少しているものの観光収入全体の 23％を占め、国家
財政に大きく貢献している。ホテル総数は 222 軒で 52,552 の部屋数がある。来訪者の平均 
                                                   
⁽19⁾ジャンケットとは一般的に「マーケティング」「カジノルームの提供」「貸付・回収」を行う事業者をいう。 
⁽20⁾ Nevada State Gaming Control Board(2017)“Employee Registration”． 
18 
 




出所：Singapore Tourism Board(2016)を基に筆者作成。 
 
シンガポールの GDP は、2009 年 2,797 億 2,900 万 SGD から 2010 年には 2 つの IR 施設
が開業して初めて 3,000 億 SGD 台に達した。2015 年には 3,913 億 4,800 万 SGD に増加し
ている。また、2012 年度には初めて雇用者数 200 万人を超え、2016年の税収は 2009 年比
約 1.9 倍に増加した（図表 3-6）。MICE 事業においても順調な成長を遂げ、2016 年の JNTO
基準⁽22⁾国際会議開催件数は 811 件、International Congress and Convention Association の
2016 ICCA Statistics Report 基準⁽23⁾では 151 件で、2010 年を機に国際会議開催数を年間 200
件以上増やした。しかし、中国、フィリピン、韓国、日本他との競争激化で、2013 年の 994
件をピークにその後は下降傾向に陥っている。 
                                                   
⁽21⁾日本の観光庁によると、2016 年の訪日外国人平均宿泊数は 10.1 泊で宿泊施設稼働率 59.7％、１人当たり平均
消費額は 12.9 万円であった（観光庁観光戦略課観光経済調査室,2017)。日本と比較すると、シンガポールは
近隣アジアの顧客が多いため、平均宿泊数は少ないが稼働率が高く、経営効率が高い。 
⁽22⁾ JNTO は、2007 年からの統計新基準として、①主催者：国際機関・国際団体又は国家機関・国内団体（各々
の定義が明確ではないため、特定企業の利益を追求する事を目的とした会議の主催者を除く全てが対象。）②
参加者総数：50 名以上③参加国：日本を含む 3 カ国以上④開催期間：1 日以上を国際会議と定義している。
日本政府観光局（JNTO）(2015)。 
⁽23⁾ 「ICCA 基準」は ABC に分類されるが、最低条件として宗教的、学術的、政治的、商業的、スポーツなど
の目的で開催し、出席者の 40％以上は 5 ヶ国以上の外国人で構成され、50 名以上参加、開催期間 2 日以上の
国際会議を指す。UIA（国際団体連合：Union of International Associations）。 
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このように、シンガポールは 2010 年に 2 つの IR 施設を開業させて以来、多くの外国人
観光客を呼び込み、国際観光収益を増大させ、雇用と税収の増加および MICE 事業の拡大
にもつなげてきた。中でも着目すべき点は、観光収入の内訳バランスである。Singapore 
Tourism Board⁽24⁾によると、2015 年の観光収入比率は、IR 26％、宿泊 22％、買い物 18％、
飲食 10％で、IR のみに頼らない事業収支バランスの良い経営をしている。シンガポールは、




出所：Singapore Ministry of Manpower(2016)、Singapore Ministry of Finance(2016)を基に筆者作成。 
 
（２）各地域の経済効果と経営状況 







                                                   
⁽24⁾Singapore Tourism Board(2015)“Annual Report on Tourism Statistics2015”． 
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図表 3-7：各地域の IR 施設による経済効果 
2016年 ネバダ州 マカオ フィリピン⁽25⁾ 
カジノゲーミング収益 107 億 6,100 万ドル 280 億 4,000 万ドル 
約 1,832 億円 
（1Php≒2.2 円） 
カジノゲーミング税収 8 億 7,604 万ドル 約 127 億ドル（2014） 約 58 億 6,400 万円 
地区内のカジノ収益比率 43% 87.7％(2013） 約 95％ 
年間訪問客数 4,294 万人 3,095 万人 705 万人（2015） 
IR施設雇用者数 166,631 人 173,806 人 約 20,000 人 
施設数 334 38 3 
MICE年間開催数（ICCA） 12 37 46(マニラ） 
出所：State of Nevada Department(2015)、State Gaming Control Board(2016)、Nevada Gaming Control 
Board(2016)、Statista(2016)、博彩監察協調局(2017)、Government of Macao Special Administrative 
Region(2017)、マカオ統計局(2017)、東京都港湾局(2014)、International Congress and Convention 
Association(2016)、PAGCOR(2016)、Bloomberry Resorts and Hotels,Inc.(2016)、Melco Resorts&Entertainment 
Limited(2016)、Travellers International Hotek Group,Inc(2016)、Philippnes Depaetment of Tourism(2015)を
基に筆者作成。 
 
図表 3-8 は、代表的な IR 施設の比較表である。IR 事業者には米国企業が多く、コンプ
サービス⁽26⁾など独自の複合的顧客サービスを取り入れて大きな収益を上げている。また、
米国型 IR は、施設の規模が大きく、雇用の創出や税への貢献度も高い。事業収支バランス
も良いため、近年は米国型に倣いカジノ面積比率 3％前後が IR 施設の傾向になっている。 
フィリピンのソレアは、IR 施設の規模がそれほど大きくはないが、現在も拡張工事を継
続しており、最終的には投資額 2,500 億円、延床面積 80 万㎡、従業員 1 万人、部屋数 2,300
室を計画している。このような事例から、米国型 IR 施設の 1拠点あたり初期投資額は 25














図表 3-8：代表的な IR 施設の経営状況 









従業員数 約 9,000 人 約 9,500 人 約 12,000 人 約 5,600 人 
2016年収益 27.06 億＄ 16.19 億＄ 28.95 億＄ 891.12 億円 
カジノ税収 約 2.16 億＄ 約 0.35 億＄ 約 10.86 億＄ 約 146 億円 
部屋数 約 2,600 室 約 2,716 室 約 3,000 室 約 800 室 
敷地面積（ha） 15 95 30 80 
延べ床面積（㎡） 581,400 480,000 980,000 400,000 
カジノ面積（㎡） 15,000 10,300 51,000 23,500 
カジノ面積割合 2.6% 2.1% 5.2% 5.9% 
2016年カジノ売上 21.6 億＄ 6.2 億＄ 24.95 億＄ 843.5 億円 
カジノ売上比率 約 80％ 約 38％ 約 86％ 約 95％ 




（+別途 4％） 15-17％ 
投資額 約 55 億＄ 約 27 億＄ 約 24 億＄ 1,200 億円 
出所：Marina Bay Sands(2016)、横浜市（2015）、Wynn Resorts, Limited(2016)、Las Vegas Sands Corp,(2016)、














2015 年に 100 件の違法カジノ施設が検挙され、1 億 3,893 万円が押収されている。 
                                                   




























海外 IR 事業者は、社会貢献活動にも積極的に参加している。たとえばシンガポールの 
                                                   
⁽28⁾(一社)笹川経済支援機構(2017)。 




Marina Bay Sands は、2013 年から 2017 年までの 5 年間に行った地域の慈善事業や寄付
の総額が1,600万SGDに達している。マカオでヴェネチアンを経営しているLas Vegas Sands 
Corp,は、工場汚染の浄化や遊歩道の整備、芸術への支援を行っている。フィリピンの












第四節 海外 IRにおける正当性獲得の阻害要因 
前節までは、海外 IR における正当性獲得の社会的プロセスにおける促進要因について論
じてきた。逆に本節では、阻害要因の整理を行う。図表 3-9 が、それらの一覧である。 
促進要因項目の抽出作業に使用した資料に加え、シンガポールは Singapore National 
Council(2015)、YMCA(2017)他、ネバダ州は Gemini Research,Ltd(2002)、Nevada Gaming 
Control Board(2016)、MGM Resort International(2017)他、マカオはマカオ大学ゲーミング
研究所(2013)、博彩監察協調局(2017)、マカオ統計局(2017)他、フィリピンは PAGCOR(2017)、










図表 3-9：海外 IR の正当性獲得における阻害要因とその対策状況 
D 正当性獲得の阻害要因 シンガポール ラスベガス マカオ フィリピン 
D-1 ギャンブル依存症問題 〇 〇 〇 〇 
D-2 青少年への悪影響問題 〇 〇 〇 〇 
D-3 治安・風紀の問題 〇 〇 〇 〇 
D-4 マネー・ロンダリング問題 〇 〇 〇 〇 
D-5 地域社会の問題 〇 〇 〇 〇 
注）〇：実行中、×：実行していない、△：検討中。 
出所：Singapore National Council(2015)、Singapore Police Force Statistics(2017)、Singapore Casino Regulatory 
Authority(2017)、U.S. Department of the Treasury(2017)、在サンフランシスコ日本領事館(2016)、YMCA(2017)、 
Gemini Research,Ltd(2002)、Nevada Department of Public Safety(2015)、Nevada Gaming Control Board(2016)、
MGM Resorts International(2017)、The state of New Jersey Casino Control Commission(2017)、South Jersey 
Transportation Authority(2016)、The Gaming Inspection and Coordination Bureau of Macao(2006)、マカオ大
学ゲーミング研究所(2013)、博彩監察協調局(2017)、マカオ特別行政区検察院(2016)、マカオ統計局(2017)、


















                                                   
⁽31⁾ South Oaks Gambling Screen の略で、South Oaks 精神病院の Henry Lesieur と Sheila Blume が作成したギ
ャンブル依存症を評価する基準である。12 の質問から構成される。 
⁽32⁾ NORC DSM Screen for Gambling Problems の略で、1999 年の米国の全国意見調査センター（NORC)によっ
て作られたギャンブル依存症を評価する基準である。DSM-IV基準を反映する17の質問から構成されている。 





博問題対策協議会は、2011 年と 2014 年の数値を比較し、IR 導入後は依存症患者などの割







オ居住者の 15 歳から 64 歳を対象にギャンブル依存症調査を行った結果、2003 年の問題賭
博推定有病率 4.3%は 2007 年に 6.0%になり、1.7 ポイント増加したと報告している。フィ
リピンのエンターテイメント地区においては、推定有病率の発表はされていない。 







シンガポール ネバダ州（ラスベガス） マカオ 日本 
ギャンブル依存症の 0.7% 6.4% 5.1% 6.0% 2.7% 




SOGS(4 分類) NODS（5 分類) DSM-Ⅳ SOGS 
















Singapore National Council(2015)を基に筆者作成。 
                                                   
⁽34⁾18 歳以下からギャンブルを開始した割合が 5%から 17%へ増加、30 歳以下から開始した割合が 53%から 67%
へ増加している。 
⁽35⁾Gemini Research, Ltd(2002)、有限責任監査法人トーマツ(2015)。 
⁽36⁾ The Gaming Technologies Association(2016)“The World Count of Gaming Machines2016”によると、世界の
ゲーム設置台数は、日本が突出した 1 位で 457 万台、次いで米国 59.7 万台、イタリア 45.6 万台、ドイツ 27.7































自己排除 18,049 85,374 139,966 190,927 233,481 276,516 305,579 
内シンガポール人 5,389 9,497 12,385 14,877 18,714 21,454 23,220 
家族排除 613 1,272 1,624 1,912 2,116 2,319 2,487 
第三者排除 28,516 43,485 46,208 48,424 41,849 46,198 46,617 
合計 47,178 130,131 187,798 241,263 277,446 325,033 354,683 











                                                   


























ノからの年間排除申請者数は、2012 年約 192 名、2013 年約 276 名、2014 年約 216 名で、
大きく変動していない（博彩監察協調局,2014)。図表 3-13 は、マカオで IR を運営する事
業者が行っている依存症対策である。米国系企業は積極的だが、アジア系企業は取り組み
に消極的で、企業によりばらつきがある。 
フィリピンのカジノ施設への年間入場禁止者数は、2014 年 123 名、2015 年 206 名、2016





                                                   







社名 MGM・ウィン・サンズ メルコ・クラウン SJM Bloomberry 











〇 〇 〇 〇 
パンフレットのフロア設置 





   ゲームの勝率を説明 
依存症研究機関に対する 
〇 




出所：東京都港湾局(2014)、MGM Resorts International Web Site、Wynn Resorts Limited Web Site、Marina Bay 














このように海外 IR は、法規制および社員研修や学校訪問によるセミナーを通して、青少 
                                                   
⁽39⁾ Code of Conduct for Responsible Gaming のこと。 
⁽40⁾ 有限責任監査法人トーマツ（2015）。 










図表 3-14 は、シンガポールの犯罪件数推移である。2010 年の IR 開業以来、IR 関連犯罪
件数は全犯罪件数の１％未満で、カジノに起因する大きな犯罪は発生していない。シンガ
ポール警察庁によると 2013 年の犯罪件数は 29,984 件と過去 30 年間で最も少なく、うちカ
ジノでの犯罪は 75 件のみで前年の 139 件から 35%減少した。しかし、2016 年の犯罪件数




注）犯罪率は、人口 10 万人あたりの発生率。 
出所：Singapore Police Force(2017)を基に筆者作成。 
 
次に図表 3-15 は、2016 年 9 月 26 日に FBI が発表したカリフォルニア州とネバダ州ラス
ベガス地域⁽42⁾の犯罪件数である。ラスベガス地域の 2015 年犯罪発生件数は、放火以外、
全て増加傾向であった。特に凶悪犯罪は、前年比 1,508 件増と顕著であり、犯罪率も 921




とサンフランシスコより高い数値を示している。一方、Nevada Department of Public 
Safety⁽43⁾によると、ネバダ州のギャンブル関連犯罪⁽44⁾逮捕件数は減少傾向にあるという。
2012 年は総逮捕件数 14 万 6,034 件中、ギャンブル関連犯罪数は 53 件であったが、2015




図表 3-15：2015 年のカリフォルニア州とラスベガスの犯罪件数 
地域 サンフランシスコ サクラメント オークランド ラスベガス地域 
2015年 件数 犯罪率 件数 犯罪率 件数 犯罪率 件数 犯罪率 
凶悪犯罪 6,710 777 3,611 737 6,051 1,443 14,383 921 
財産犯罪 53,019 6,138 16,501 3,370 24,568 5,857 46,791 2,995 













違法貸付金(Illegal Gambling and Usuries)に分類される犯罪件数の推移 
 
出所：マカオ特別行政区検察院(2016)を基に筆者作成。 
                                                   
⁽43⁾Nevada Department of Public Safety（2015）“Uniform Crime Reporting Annual Reports 2010-2015”． 









一方、Philippine National Police(2015)によると、2015 年時点でフィリピンの総犯罪件数
は 675,813 件（前年比 94.6％）と減少傾向にある。同年の違法ギャンブルなどに関わる犯
罪は、931 件で 10,638 人の逮捕者が出ており、没収金総額は 709 万ペソであった。違法ギ
ャンブルなどに関わる犯罪件数は、総犯罪件数の約 0.14％と少なく、最も大きな問題は違














ルシュ・サミット経済宣言を受けて設立された政府間会合である。2017 年 2 月現在、OECD
加盟国を中心に 35 の国と地域および２つの国際機関が参加し、中国・シンガポール・米国・
日本も参加国である。２つめは APG⁽48⁾で、アジア太平洋地域における FATF 非参加国・地
域に対してマネー・ロンダリング対策を促進するため、1997 年２月に設立された国際協力
                                                   
⁽45⁾ マカオ新聞 web site（2016 年 1 月 26 日付）「マカオのカジノ関連犯罪件数 4 割増」。 
⁽46⁾ 警察庁刑事局組織犯罪対策部組織犯罪対策企画課 犯罪収益移転防止対策室による。 
⁽47⁾ Financial Action Task Force on Money Laundering：金融活動作業部会のこと。 






を目的として 1995 年４月に欧州主要国および米国の FIU を中心メンバーとして発足した。
2017 年７月時点で、156 の国と地域の FIU が参加している。 


















フィリピンも APG 参加国で、国際警察が“The Anti-Money Laundering Act”により行動
計画を規定している（Philippine National Police,2015)。 
このように、各国においてマネー・ロンダリング対策は行われているが、その一方で、
問題も起きている。ネバダ州ゲーミング・コントロール・ボードの A.G.バーネット会長は、
「米国 IR 事業者シーザーズ・パレスは、カジノの VIP 客に匿名で何百万ドルもの賭けを
                                                   
⁽49⁾ Financial Intelligence Unit：資金情報機関のこと。 




は過去 5 年間にマネー・ロンダリング対策へのコンプライアンス予算を 74％増加している
にも関わらず、疑わしい取引である Suspicious Activity Reports（SARs）の件数は、2011










市問題を多く抱えるようになり、1931 年のネバダ州に次ぎ、1976 年に全米 2 番目の事例と




図表 3-17 は、アトランティック・シティーの訪問者数を表している。2005 年の訪問者
数は年間 34,924 千人であったが、2015 年の訪問者数は年間 24,462 千人まで落ち込んだ。
2010 年度に 13 件運営していたカジノが 2016 年に８軒に減少したためである。カジノ産業
関連の雇用者数も 2013 年 32,457 人であったが、2015 年には 23,615 人と 2 年で約 10,000
人の雇用が失われた。カジノゲーム収益は、2006 年の最高収益 52 億 1,000 万ドルから年々




                                                   
⁽51⁾ The Washington Times,LLC web site（2015）“Caesars Palace fined $9.5M for lax money laundering 
scrutiny”Tuesday,September 8,2015. 





出所：South Jersey Transportation Authority(2016)を基に筆者作成。 
 













年に 242 軒あった飲食店が、96 年には 142 件に減少した。 
(5)カジノは、住宅差し押さえなどを通じて周辺の不動産価格下落などを招くことで資産価 
値を損なう。 
                                                   



















カジノを含む IR は、発展途上にあるアジアの国々を中心に、今後も発展が続くと予想さ 
れる。たとえばベトナムでは、2013 年に唯一の統合型リゾート THE GRAND HO TRAM 













                                                   































                                                   
⁽56⁾ 風俗営業などの規制及び業務の適正化などに関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）。 




































分 類 記号 公営競技の促進要因 競馬 競輪 オート 競艇 富くじなど 
  
E-1 違法性の阻却 〇 〇 〇 〇 〇 
透 
 
E-2 事業の明確な目的 〇 〇 〇 〇 〇 
明 公 E-3 事業の明確な定義 〇 〇 〇 〇 〇 
性 正 E-4 事業の明確な制度設計 〇 〇 〇 〇 〇 
 性 E-5 法整備と管理・規制 〇 〇 〇 〇 〇 
  
E-6 運営主体の廉潔性 〇 〇 〇 〇 〇 
経 効 F-1 国・地方財政への貢献 〇 〇 〇 〇 〇 
済 果 F-2 関連産業の振興 〇 〇 〇 〇 〇 
公 公 G-1 公益事業への貢献 〇 〇 〇 〇 〇 
益 共 G-2 大衆娯楽の提供 〇 〇 〇 〇 〇 

















常習賭博罪 186 条 1 項⁽59⁾、賭博場開帳図利罪・博徒結合図利罪 186 条 2 項⁽60⁾、富くじ発売
等罪 187 条⁽61⁾で規定されている。処罰の趣旨は、公序良俗を乱すためである⁽62⁾。その中で








































                                                   





































































2017年 監督官庁 法律 制定年 年齢制限 払戻率 
競馬 農林水産省 
競馬法 昭和 23 年 7 月 13 日 
20 歳未満 
70～
80% 日本中央競馬会法 昭和 29 年 7 月 1 日 
競輪 経済産業省 自転車競技法 昭和 23 年 8 月 1 日 20 歳未満 75% 
オートレース 経済産業省 小型自動車競走法 昭和 25 年 5 月 27 日 20 歳未満 70% 






平成 10 年 5 月 20 日 19 歳未満 49.6% 
宝くじ・ロト等 総務省 当せん金付証票法 昭和 23 年 7 月 12 日 制限なし 45.7% 
出所：国土交通省 web site、経済産業省 web site、農林水産省 web site、文部科学省 web site、総務省 web site、
国家公安委員会 web site を基に筆者作成。 
 
                                                   













国協会（施行者 14）があり、競技施設は平成 28 年 4 月 1 日時点で中央競馬 10、地方競馬
15、併設２の合計 17 か所がある。競輪とオートレースは JKA があり、平成 28 年度の競輪
施行者は 45地方公共団体などで、競輪所 43か所、専用場外車券売場 69か所の施設がある。
オートレースの競走場は全国 5 ヵ所あり、専用場外車券売場は 28 の施設がある。競艇は、
一般財団法人日本モーターボート競走会があり、平成 28年度の競艇施行者は 35(県市町村)
で、全国 24 のボートレース場がある。場外舟券売場であるボートピア、ミニボートピア、
オラレは全国に 40 箇所以上存在する。 
公正性を確保するために、公営競技は登録制や免許制、認定制を導入し、運営主体や関










平成 28年度は 5兆 9,401億円である。売上比率は、中央競馬 45％、地方競馬 8％、競艇 19％、















事業年度(単位：億円) 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 
中央競馬 24,000 24,118 24,996 25,887 26,885 
地方競馬 3,306 3,553 3,879 4,310 4,772 
競艇 9,176 9,475 9,952 10,422 11,111 
宝くじ 9,135 9,445 9,007 9,154 8,452 
競輪 6,091 6,063 6,159 6,308 6,409 
オートレース 756 688 688 678 654 
スポーツくじ 861 1,080 1,107 1,084 1,118 












年間約 263 億 7,176 万円が振り分けられており、貢献度の高さがうかがえる。 
公営競技の関連産業は幅広く、運営法人を中心に大きな組織を築いている。中央競馬の






財)JKA で職員数 688 人であり、一般財団法人オートレース振興会、一般財団法人自転車産
業振興会他、19 の主たる組織や団体が運営に関わっている⁽69⁾。競艇の運営法人は、一般財





会社 NTT ドコモをはじめ 12 の主な組織と連携している⁽72⁾。 
 
図表 4-6：公営競技等の主な関連産業振興の内容と使途金額 







競輪 機械工業振興補助事業 137,000 
オートレース 機械工業振興補助事業 24,000 
 
スポーツ施設運営事業 279,300 












                                                   
⁽67⁾ 特殊法人 JRA(2017)「競馬関係の組織、団体、会議など」。 























図表 4-7 は、公営競技等の公共事業への使途項目をまとめたものである。2016 年のおも
な収益使途は、東日本大震災復興支援金などで年間 152 億 4,540 万円が使われていた。支
援金支出の競技内訳は、競輪 26 億 1,000 万円、オートレース 1 億 4,000 万円、競艇 77 億





























































































H 公営競技の阻害要因 競馬 競輪 オート 競艇 富くじなど 
H-1 ギャンブル依存症問題 × × × × × 
H-2 青少年への悪影響問題 × × × × × 



































全国 370 ヶ所以上の自助グループが、ミーティングセッションなどを実施している。 
 
図表 4-9：2017 年度、公営競技運営主体のギャンブル依存症問題に対する取り組み 
 項目/運営主体 競馬 競輪 オート 競艇 
1 対応マニュアルの作成 × × × × 
2 依存症に対する社員教育 × × × × 
3 担当者の設置 × × × × 
4 依存症の相談方法などの表示 〇 〇 × × 
5 パンフレットのフロア設置 × × × × 
6 web siteでの注意喚起、取組み掲載 × × × × 
7 依存症研究機関に対する資金提供 × × × × 
8 ミーティングの定期開催 × × × × 
9 運営主体の依存症者入場・発券購入規制 〇 × × × 
10 未成年者対応 × × × × 
11 ATMの設置制限 × × × × 
12 運営社への過去 3年間の相談数 1 件 0 件 0 件 3 件 
注）〇：取り組んでいる、×：取り組んでいない。 






るかをまとめた一覧表である⁽78⁾。12 の項目は、IR 事業者の Las Vegas Sands Corp．および







                                                   
⁽78⁾JRA は、2017 年 12 月 28 日よりギャンブル障害への対応として、馬券のインターネット販売のみ家族申請制













































第５章 日本版 IRにおける成功要因の考察 
第一節 日本版 IRの定義と目的 















方を再生させていくことにあり、それこそが IR 構想、IR 法案の目指すところ」と述べて
いる（岩屋,2016)。 
                                                   
⁽80⁾ 特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法律・第一章 総則（定義）第二条。 
⁽81⁾ 特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法律・第一章 総則（目的）第一条。 
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第二節 日本版 IRの促進要因と阻害要因 





図表 5-1：海外 IR と公営競技および日本版 IR 
1）促進要因 
 
記号 正当性獲得の促進要因 海外 IR 公営競技など 日本版 IR 
透 A-1 E-1 違法性の阻却 〇 〇 〇 
明 A-2 E-2 事業の明確な目的 〇 〇 〇 
・ A-3 E-3 事業の明確な定義 〇 〇 〇 
公 A-4 E-4 事業の明確な制度設計 〇 〇 〇 
正 A-5 E-5 法整備と管理・規制 〇 〇 〇 
性 A-6 E-6 運営主体の廉潔性 〇 〇 〇 
経 B-1 F-1 国・地方財政への貢献 〇 〇 〇 
済 B-2 
 
国際観光産業振興 〇 × 〇 
効 
 
F-2 関連産業の振興 × 〇 〇 
果 B-3 
 
雇用の創出 〇 × 〇 
公 C-1 
 
違法賭博の排除 〇 × 〇 
益 C-2 
 
新市場の創造 〇 × 〇 
公 C-3 G-1 公益事業への貢献 〇 〇 〇 
共 C-4 G-2 大衆娯楽の提供 〇 〇 〇 
性 
 
G-3 スポーツの振興 × 〇 〇 
 
2）阻害要因 
記号 正当性獲得の阻害要因 海外 IR 公営競技など 日本版 IR 
D-1 H-1 ギャンブル依存症問題 〇 × 〇 
D-2 H-2 青少年への悪影響問題 〇 × 〇 
D-3 H-3 治安・風紀の問題 〇 × 〇 
D-4 
 
マネー・ロンダリング問題 〇 × 〇 
D-5 
 
地域社会の問題 〇 × 〇 
注）１．海外 IR と公営競技等の表記の意味は、〇：実行中、×：実行していないの意。 

































                                                   
⁽82⁾ Singapore Totalisator Board は、ギャンブリング・ゲームに関するシステム運営や収益の運営を行う。 
⁽83⁾ラスベガスでは IR 事業者が無料の噴水ショーを行うなど、地域全体の活性化を図っている。 
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第三節 日本版 IRの成功要因 
日本版 IR が成功するには、以上で抽出された全ての促進要因と阻害要因に取り組む必
要がある。本節では、これらの要因を踏まえつつ、シンガポールの成功事例を参考に日本
版 IR が成功を収めるための要点を整理する。 
第1に、日本版 IRの実現は法改正を伴う新市場創造なので強力なリーダーが必要になる。 
第 2 に、IR 合法化の目的、定義を明確にし、IR は日本でどのようなイノベーションを生み
出すのかを明確にする必要がある。第 3 に、事業の制度設計、法と規制・管理体制を明確







ある。第 7 に、そのストーリーを国民に丁寧に説明する必要がある。たとえば、日本版 IR
は、日本の象徴的な建物であるだけではなく、クールジャパンのショーケースとして地域
観光振興に貢献すること、また世界で最も厳しい規制を導入することで社会的悪影響を最
小限に抑制するなど、IR のメリット・デメリットを含めて説明する必要がある。第 8 に、
地域社会や関連産業を含めた多様な連携が必要である。第 9 に、IR 開業後の検証が必要で
ある。たとえば、経済効果、社会的悪影響の状況、今後の IR ライセンスの許可数など、国
民に説明した日本版 IR モデルの検証が必要になる。 


















した。質問内容は Appendix に示したとおりである。日本版 IR が正当性を獲得するための
促進要因と阻害要因に焦点を絞って質問し、録音・筆記で記録を行ったうえで、その内容
を基に考察を行った。 

























記号 正当性獲得の促進要因 賛成派 反対派 
透 A-1 E-1 違法性の阻却 〇 〇 
明 A-2 E-2 事業の明確な目的 〇 × 
・ A-3 E-3 事業の明確な定義 〇 × 
公 A-4 E-4 事業の明確な制度設計 〇 × 
正 A-5 E-5 法整備と管理・規制 〇 × 
性 A-6 E-6 運営主体の廉潔性 〇 × 
経 B-1 F-1 国家財政への貢献 〇 × 
済 B-2 
 
国際観光産業振興 〇 × 
効 
 
F-2 関連産業の振興 〇 × 
果 B-3 
 
雇用の創出 〇 × 
公 C-1 
 
違法賭博の排除 〇 △ 
益 C-2 
 
新市場の創造 〇 × 
公 C-3 G-1 公益事業への貢献 〇 × 
共 C-4 G-2 大衆娯楽の提供 〇 × 
性 
 




記号 正当性獲得の阻害要因 賛成派 反対派 
D-1 H-1 ギャンブル依存症問題 〇 〇 
D-2 H-2 青少年への悪影響問題 〇 〇 
D-3 H-3 治安・風紀の維持問題 〇 〇 
D-4 
 
マネー・ロンダリング問題 〇 〇 
D-5 
 








































症問題が最も大きな要因であった。また、海外 IR の事例を研究した結果、日本版 IR の最
適モデルは、シンガポールの IR モデルであることも確認できた。 
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図表 7-1：日本版 IR の促進要因における正当性のタイプと関係組織 
  
正当性獲得の促進要因 日本版 IR 主な関係組織 
 
1 違法性の阻却 〇 政府・監督官庁 
 
2 事業の明確な目的 〇 政府・監督官庁 
文 3 国・地方財政への貢献 〇 政府・監督官庁・運営主体・自治体・経済界 
化 4 国際観光産業振興 〇 政府・監督官庁・運営主体・自治体・経済界 
認 5 関連産業の振興 △ 政府・監督官庁・運営主体・自治体・経済界 
知 6 雇用の創出 〇 政府・監督官庁・運営主体・自治体・経済界 
的 7 新市場の創造 〇 政府・監督官庁・運営主体・自治体・経済界 
 
8 大衆娯楽の提供 〇 政府・監督官庁・運営主体・自治体 
 
9 スポーツの振興 △ 政府・監督官庁・運営主体・自治体 
法 10 事業の明確な定義 〇 政府・監督官庁 
規 11 事業の明確な制度設計 △ 政府・監督官庁 
制 12 法整備と管理・規制 △ 政府・監督官庁 
的 13 運営主体の廉潔性 △ 政府・監督官庁・自治体 
規 14 違法賭博の排除 〇 政府・監督官庁・自治体 










図表 7-2：日本版 IR の阻害要因における正当性のタイプと関係組織 
    正当性獲得の阻害要因 日本版 IR 主な関係組織 
文 1 ギャンブル依存症対策 △ 政府・監督官庁・運営主体・自治体・非営利団体 
化 2 青少年への悪影響対策 △ 政府・監督官庁・運営主体・自治体・非営利団体 
認 3 治安・風紀の維持対策 △ 政府・監督官庁・運営主体・自治体・非営利団体 
知 4 地域社会問題に関する対策 △ 政府・監督官庁・運営主体・自治体・非営利団体 











当性の 4 つのステージの位置付けとその戦略に言及して理論的示唆を述べる。 
第 1 に正当性の 3 つのタイプについて述べる。正当性のタイプ別に促進要因を分類する
と、図表 7-1 に示したように 9 つの文化認知的正当性の項目、4 つの法規制的正当性の項





第 2 に、正当性の 4 つのステージとその戦略について述べる。最初のステージであるイ
ノベーションは、文化認知的正当性を獲得するステージである。増幅戦略により IR の肯定
面を強調して、複数のステークホルダーにアピールする段階である。この段階では、強力

































                                                   













































して日本版 IR の成功要因を提示してきた。日本の IR 実施法案は、現在も政府の検討下に
あるため、全容は未だ確認できていない。それを前提としたうえで、本稿における今後の
研究課題として次の 2 点を指摘しておく。 
第 1 に、日本版 IR の経済効果に関わる研究が必要である。日本版 IR の経済効果を提示




を試算する必要がある。世界の IR ビジネス事情は日々刻々と変化しているため、海外 IR
の状況を確認しながら、日本版 IR の経済効果を明らかにしていかなければならない。 

































最後に、本学の通学に際して深く理解をしてくれた株式会社 Green Hills Japan のスタッ
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A-１．IR に関する専門家のインタビュー：静岡大学 鳥畑与一教授 
１．インタビューの概要 
（１）目的 日本における IR に関する専門家のヒアリング。 













894,876 人で、「直近 1 年間において軽度以上のパチンコ・パチスロ遊技障害を有するおそれの
ある日本在住の 18-79 歳人口」は 399,799 人であり、依存症問題は影響が大きい。 
 
２．日本に IR ができた場合の社会的悪影響について 

















日本では地方自治体などが日本版 IR の試算を公表している。香港の投資銀行 CLSA は、大






















１人にかかるコストは年間 10,330 ドルで、社会的コストの総計は 324 億ドルから 538 億ドルに






  種類 定義 
1 犯罪 強盗・押し込みや暴力行為などの犯罪の増大 
2 事業と雇用上のコスト 労働日の減少、生産性の低下、失業 
3 自己破産 ギャンブルの借金による破産 
4 精神疾患 抑うつ状態などの精神的病 
5 自殺 自殺を意図し実行する確率が高い 
6 社会的サービス 失業手当、社会福祉給付、治療費などの増大 
7 規制費用 ギャンブル規制組織の運営費用 
8 家族の費用 離婚、別居、児童虐待、家庭内暴力の費用 
9 不正資金 家族、友人、雇用主から不正に得て、ギャンブルで失った金 
10 社会的関係 社会資本の減少 
11 政治 不均衡な政治的影響力に繋がる経済的力の集中 
出所：Grinols(2004)、鳥畑（2015）。 
 
図表：A－２：E.Grinols教授と NHGSEのギャンブル依存症の 1人あたり 
年間社会的コスト比較表(単位：ドル) 
  2003 年物価水準で計算 E.Grinols 教授のデータ NHGSC 
  種類 病的ギャンブラー 問題ギャンブラー NHGSC 
1 犯罪行為 3,591 424 918 
2 ビジネスと雇用 2,358 1,023 398 
3 破産 251 未推計 1,027 
4 自殺 未推計 未推計 ー 




415 529 1,052 
7 規制費用 未推計 未推計 ー 
8 離婚や児童虐待など 62 未推計 1,338 
9 不正な金融取得 2,880 968 ー 
10 合計 10,330 2,944 5,144 
出所：Grinols(2004)、鳥畑（2015）を基に筆者作成。 
注１）ニューハンプシャー州ゲーミング調査委員会が 2007 年価格で計算。 





（１）目的 日本における IR に関する専門家のヒアリング。 




1.日本版 IR の概要について 
1-1．日本版 IR 開業の目的は何でしょうか。 
目的は、国際観光産業の振興である。 








２．日本版 IR の社会的影響について 













3.日本版 IR の経済的効果について 
3-1．IR の経済効果は、付随する社会的悪影響を上回る価値を有するでしょうか。 
IR は、社会的コストよりも経済効果が上回ると考えている。IR の開業は、多くの投資を呼





日本版 IR の正当性獲得の社会的プロセスにおける促進要因と阻害要因について同感である。 
